
①デジタル社会の進展

1⃣ 計画策定の趣旨 現行の「徳島県消費者基本計画」の計画期間が、令和８年度末をもって終了することから、デジタル化の進展や

高齢化など、消費者を取り巻く社会情勢の変化に的確に対応するため、次期計画を策定。

3⃣ 計画期間 令和９年度から令和１３年度まで（５年間）

2⃣ 計画の策定の根拠 徳島県消費者の利益の擁護及び増進のための基本政策に関する条例第１０条の規定に基づく計画。

消費者教育の推進に関する法律第１０条第１項の規定に基づく都道府県消費者教育推進計画を兼ねる。

次期「徳島県消費者基本計画」（案）の概要について

1 計画策定にあたって

消費者行政をめぐる現状と課題

②高齢化・世帯の単身化の進行

・2025年度の18歳・19歳の全国における

相談件数は、2021年度以降で最多

④ＳＤＧsの達成への前進 ⑤消費者庁新未来創造戦略本部等との連携

・ＳＮＳの普及に伴う特殊詐欺や

ＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺の被害急増

・消費生活における
ＡＩ・デジタル技術の急速な進展に伴う
取引環境の複雑化・多様化

・社会から孤立した高齢者等が
消費者トラブルを一人で抱え込み、
事態が深刻化する懸念

・ＳＤＧｓ12「つくる責任、つかう責任」
を意識し、環境に配慮した選択が重要

・本県を実証フィールドとし、戦略本部

と連携した先駆的モデルプロジェクの展開
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1⃣ 消費者を取り巻く社会情勢の変化
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図１ 徳島県内の特殊詐欺及び

SNS型投資・ロマンス詐欺の認知件数

③グローバル化の進展

・海外事業者との取引の拡大、

県内在留外国人の増加

認知件数

（件）
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出典：徳島県警察本部調べデータを基に作成
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図２ 徳島県内の特殊詐欺及び

SNS型投資・ロマンス詐欺の被害額
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2⃣ 徳島県・市町村消費生活センターにおける消費生活相談の状況
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図３ 県・市町村消費生活センター相談件数/県相談割合（件）
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出典：消費者庁「地方消費者行政の現況調査」より作成
※令和７年度のみ徳島県集計データ（暫定値） ２
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図４ 契約当事者の年代別相談割合

60歳代以上

30歳代～50歳代

３０歳未満

3⃣ 徳島県消費者情報センターにおける消費生活相談の状況

（件） 表１ 年代別・商品役務別相談件数

年度 
年齢 

Ｒ７ Ｒ６ 
商品・役務名 件数 商品・役務名 件数 

 
２０歳未満 

      
１位 健康食品 

他の教養・娯楽 
 １０ 
 １０ 

他の教養・娯楽  １４ 

２位     娯楽等情報配信 
サービス 

  ８ 

３位 娯楽等情報配信 
サービス 

  ７ 商品一般   ７ 

 
２０歳代 

     
１位 理美容  ３３ レンタル・リース・

賃貸 
 ２１ 

２位 レンタル・リース・
賃借 

 ２０ 商品一般  １４ 

３位 役務・その他  １７ 役務その他  １３ 
 
３０歳代 

     
１位 レンタル・リース・

賃借 
 ２６ 商品一般  ２４ 

２位 商品一般  ２１ レンタル・リース・
賃貸 

 ２１ 

３位 役務その他  １６ 役務その他  １０ 
 
４０歳代 

     
１位 商品一般  ３６ 商品一般  ２５ 
２位 レンタル・リース・

賃借 
 ２２ 
 

役務その他  ２３ 

３位 役務その他 
化粧品 

 ２０ 
 ２０ 

化粧品  ２２ 

 
５０歳代 

     
１位 商品一般  ６５ 商品一般  ５８ 
２位 化粧品  ３６ 化粧品  ５４ 
３位 役務その他 

健康食品 
 ２４ 
 ２４ 

役務その他  ３１ 

 
６０歳代 

     
１位 化粧品  ６０ 化粧品  ７１ 
２位 商品一般  ５８ 商品一般  ５５ 
３位 役務その他  ２５ 健康食品  ３０ 

 
７０歳代 

     
１位 商品一般  ６５ 商品一般  ７４ 
２位 化粧品  ４７ 化粧品  ３２ 
３位 役務その他  ２８ 健康食品  ３１ 

 
８０歳以上 

     
１位 商品一般  ３３ 商品一般  ３０ 
２位 工事・建築・加工  １９ 電報・固定電話  １８ 
３位 役務その他  １７ 化粧品 

工事・建築・加工 
 １６ 
 １６ 

 
※年齢不明は除く

３



3⃣⃣ 徳島県消費者情報センターにおける消費生活相談の状況
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基本方針 1
自ら「学び」「考え」

「行動できる」消費者による

ウェルビーイングの実現

基本方針 2
急速に変容する社会における

消費生活リスクへの対応

基本方針 3
多様な主体との連携による
先駆的消費者行政の推進

1 ＡＩ･デジタル技術の進展に応じた
全世代への消費者教育の推進

（１）ライフステージに応じた体系的・

重層的な消費者教育

〇学校、大学、地域、職域、家庭

消費者大学校における教育

（２）消費者教育の担い手の育成と

学びの輪の拡大

〇教職員等の学び合いと専門力向上

〇多様な担い手の発掘

２ 持続可能な消費者市民社会の構築

（１）国際的な社会課題の解決や

ウェルビーイング向上に資する

消費行動の推進

〇エシカル消費の推進

〇個別の社会的課題に対応した

エシカル消費の実践
（食品ロス削減、サステナブル

ファッションの推進など）

安全・安心な消費生活の確保

（１）商品・サービス・取引の安全性確保

〇消費者事故等の迅速な情報収集・提供

〇悪質事業者に対する法令の厳正な執行

（２）食品の安全性確保及び表示等の適正化

        〇食品の安全・安心の確保 〇適正表示の推進

（３）消費者と事業者との協働による安全・安心な社会の構築

〇消費者志向経営の推進

〇内部通報者の保護と事業者倫理の向上

       〇カスタマーハラスメントの防止

4 消費者被害の未然防止と早期救済

（１）消費生活相談体制の充実・強化

〇徳島県消費者情報センターの体制の充実・強化

〇消費者被害の未然防止のための情報発信・啓発

〇特殊詐欺被害未然防止、多重債務者問題等の対策強化

（２）見守りネットワークによる配慮を要する消費者被害防止
〇高齢者や障がい者等の被害防止（外国人も含めた）

（３）消費者ネットの機能強化の推進

〇消費生活コーディネーター等による消費者ネットの構築

消費者庁新未来創造戦略
本部等との連携による
次世代施策の展開

（１）徳島から発信する次世代

消費者行政モデルの実証

と展開

〇消費者庁新未来創造

戦略本部との共創による

モデルプロジェクトの展開

〇消費者行政の国際拠点化

とグローバル人材の育成

（２）関係機関・団体との

連携による相乗効果

の創出

〇関連施策との連携強化

（防災、食育、環境教育、

福祉等）
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４

５

「誰一人取り残さない」安全・安心な消費生活の確保と未来へ引き継ぐ持続可能な社会の実現基本理念

デジタルリテラシー・
金融リテラシーの向上

県警と連携し、 ＳＮＳ型特殊詐欺等被害防止対策推進

～ エシカル消費が日常の選択に～

取引環境の複雑化・多様化に伴う消費者トラブルの防止

消費者と事業者の国際的課題へ
の理解とコミュニケーションの深化

〇項目については、主なもの

3 施策の展開

５
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